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i

は
じ
め
に

福
島
第
一
原
発
事
故
か
ら
四
年
半
以
上
経
過
し
て
い
る
が
、
事
故
の
収
束
に
向
け
て
の
道
の
り
は
未
だ
に
気
の
遠
く
な
る
ほ
ど
長
く

て
険
し
い
。
ま
た
、
日
本
で
は
、
持
続
可
能
な
社
会
形
成
と
い
う
長
期
的
な
視
点
に
立
脚
し
、
十
分
な
社
会
的
議
論
を
経
た
国
民
的
合

意
に
基
づ
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。
本
書
の
議
論
は
、
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
が
地
球
の
気
候
変
動
問
題
と

社
会
な
ら
び
に
国
家
の
安
全
保
障
問
題
を
解
く
鍵
で
あ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
節
約
（
省
エ
ネ
）、
脱
炭
素
あ
る
い
は
低
炭
素
社
会
の

形
成
、
純
国
産
で
あ
る
再
生
可
能
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
可
能
な
限
り
の
転
換
が
こ
れ
ら
す
べ
て
の
問
題
の
改
善
に
つ
な
が
る
、
と
い

う
も
の
で
あ
る
。

国
際
社
会
は
、
経
済
成
長
維
持
の
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
と
消
費
の
拡
大
と
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
の
大
幅
削
減
と
い
う
、
相
反
す

る
政
策
目
標
の
同
時
達
成
を
求
め
ら
れ
る
「
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
」
に
直
面
し
て
い
る
。
本
書
刊
行
時
の
年
の
暮
れ
に
、
国
際
社
会
は
、

パ
リ
で
開
催
さ
れ
た
国
連
気
候
会
議
に
お
い
て
、
長
期
的
な
目
標
と
し
て
、
産
業
革
命
以
前
の
地
球
の
平
均
気
温
と
比
べ
て
二
℃
よ
り

か
な
り
低
い
気
温
上
昇
に
抑
え
る
こ
と
と
、
一・五
℃
の
気
温
上
昇
に
抑
え
る
よ
う
努
力
す
る
こ
と
に
合
意
し
た
。
こ
の
合
意
は
、
す
べ

て
の
国
に
対
し
て
各
々
の
能
力
に
応
じ
た
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
へ
の
貢
献
を
公
約
す
る
、
法
的
拘
束
力
の
あ
る
国
際
的
文
書
で
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あ
る
1
。
国
際
社
会
は
、
過
去
に
産
業
公
害
を
克
服
し
た
日
本
に
対
し
て
、
気
候
変
動
緩
和
の
た
め
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
期
待
し
て

い
る
。
し
か
し
実
際
の
と
こ
ろ
、
ド
イ
ツ
や
デ
ン
マ
ー
ク
な
ど
の
Ｅ
Ｕ
諸
国
や
二
国
で
全
世
界
の
四
〇
％
以
上
の
二
酸
化
炭
素
を
排
出

し
て
い
る
中
国
と
米
国
が
、
国
際
社
会
の
議
論
を
リ
ー
ド
し
て
い
る
。

デ
ン
マ
ー
ク
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
大
幅
に
削
減
す
る
と
と
も
に
経
済
成
長
を
達
成
し
て
い
て
、
二
〇
五
〇
年
を
目
標
に
脱

炭
素
社
会
を
目
指
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
は
、
一
時
期
原
発
の
延
命
策
を
採
っ
て
い
た
が
、
福
島
原
発
事
故
後
、
脱
原
発
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー

転
換
」
政
策
に
舵
を
切
り
、
デ
ン
マ
ー
ク
と
同
様
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
重
視
し
た
持
続
可
能
な
社
会
を
目
指
し
て
い
る
。
両
国

の
共
通
点
は
、
十
分
な
社
会
的
議
論
を
通
し
て
国
民
的
合
意
を
形
成
し
つ
つ
将
来
に
わ
た
る
自
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
選
択
し
て
い
る
こ

と
で
あ
る
。
他
方
、
未
だ
に
石
炭
に
大
き
く
依
存
し
て
高
度
経
済
成
長
を
続
け
る
中
国
や
、
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
な
ど
の
豊
富
な
非
在
来
型

の
化
石
燃
料
が
自
国
で
産
出
可
能
な
米
国
に
は
、
脱
炭
素
社
会
へ
の
舵
き
り
は
か
な
り
困
難
な
選
択
で
あ
る
。
そ
れ
で
も
、
中
国
は
今

や
世
界
最
大
の
ソ
ー
ラ
ー
パ
ネ
ル
生
産
国
で
あ
り
、
中
国
と
米
国
の
風
力
発
電
市
場
は
将
来
的
に
世
界
の
約
四
〇
％
を
占
め
る
と
言
わ

れ
て
い
る
。
米
国
に
お
け
る
行
政
府
と
立
法
府
と
の
間
の
対
立
に
よ
っ
て
連
邦
政
府
レ
ベ
ル
の
気
候
政
策
は
確
立
さ
れ
て
い
な
い
も
の

の
、
州
・
市
町
村
や
大
統
領
府
に
よ
る
独
自
の
政
策
に
よ
っ
て
、
自
国
の
中
・
長
期
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
を
達
成
す
る
可
能
性

が
高
い
。
中
国
で
も
近
い
将
来
の
排
出
量
取
引
制
度
の
導
入
を
計
画
し
て
い
て
、
実
質
的
な
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
に
向
け
た
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
へ
の
革
新
の
可
能
性
を
示
唆
し
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
に
伴
う
未
曾
有
の
福
島
第
一
原
発
事
故
を
契
機
に
、
日
本
の
み
な
ら
ず
人
類
社
会
に
対
し
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に

つ
い
て
、さ
ら
に
人
間
社
会
の
あ
り
方
に
つ
い
て
根
本
的
な
問
い
か
け
が
な
さ
れ
た
。
本
書
で
は
、主
要
国
の
各
々
異
な
っ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
と
気
候
政
策
の
比
較
検
討
を
通
し
て
、
こ
れ
ら
の
問
い
へ
の
答
え
を
模
索
し
た
。
本
書
の
テ
ー
マ
で
あ
る
気
候
政
策
と
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
の
相
互
連
関
に
関
す
る
研
究
は
、
筆
者
の
ラ
イ
フ
ワ
ー
ク
研
究
の
一
つ
で
あ
り
、
本
書
は
、
こ
れ
ま
で
の
研
究
と
半
年
間
の
研
究



はじめにiii

休
暇
を
利
用
し
た
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
ド
イ
ツ
な
ど
で
の
調
査
研
究
の
成
果
で
あ
る
。

最
後
に
、
研
究
休
暇
を
与
え
て
く
れ
た
早
稲
田
大
学
、
客
員
研
究
員
と
し
て
受
け
入
れ
て
く
れ
た
フ
リ
チ
ョ
フ
・
ナ
ン
セ
ン
研
究
所
や

ベ
ル
リ
ン
自
由
大
学
、
そ
し
て
本
書
の
課
題
や
草
稿
に
対
し
て
多
く
の
教
示
や
コ
メ
ン
ト
を
寄
せ
て
く
れ
た
海
外
や
日
本
の
方
々
、
本

書
の
出
版
を
引
き
受
け
て
く
れ
た
東
信
堂
、
さ
ら
に
家
族
の
支
援
に
対
し
て
、
こ
の
場
を
借
り
て
感
謝
の
念
を
表
し
た
い
。

二
〇
一
五
年
一
二
月
一
四
日

太
田　
宏

1　
二
〇
一
五
年
一
二
月
一
二
日
、
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
二
一
回
締
約
国
会
議
で
採
択
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
）。FC

C
C

/C
P/2015/L.9/Rev.1, http://unfccc.

int/resource/docs/2015/cop21/eng/l09r01.pdf
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GEMS 地球環境モニタリングシステム
GPS 全地球位置測定システム
GRID 地球資源情報データベース
GWEC 世界風力エネルギー協議会
HCFC ハイドロクロロフルオロカーボ

ン
HFCs ハイドロフルオロカーボン
HV ハイブリッド車
HVDC 高圧直流
ICSU 国際科学会議　　
IEA 国際エネルギー機関　
IEF 国際エネルギー・フォーラム
IGY 国際地球観測年
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